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 東松島市では、東松島市奥松島観光物産交流センター（以下「観光物産交流センター」とい

う。）の管理運営を効果的かつ効率的に行い利用者・利用団体へのサービス向上を図るため、

地方自治法第 244条の２第３項、東松島市公の施設に係る指定管理者の指定手続き等に関する

条例に基づき、以下のとおり観光物産交流センターの管理運営に関する業務を行う指定管理者

を募集します。 

 

１ 施設の設置目的 

東松島市及び近隣地域の観光案内、情報の提供、物産の案内等により観光客の誘致を促進

し、地域経済の発展に寄与するとともに、市民と来訪者の交流の促進を図るため、観光物産

交流センターを設置します。 

 

２ 施設の概要（詳細は別紙仕様書のとおり） 

 （１）名称 東松島市奥松島観光物産交流センター（愛称：奥松島イートプラザ） 

 （２）所在地 東松島市野蒜ケ丘一丁目 15番地 1 

 （３）建物概要 木造平屋建て（野蒜地域交流センター合築施設） 

         建築面積 339.36㎡ 延床面積 298.32㎡  

 

３ 指定管理の期間 

  令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの２年間とします。 

  ただし、指定期間中に管理運営を継続することが適当でないと認められるときは、業務停

止命令又は指定管理者の指定を取り消すことがあります。 

 

４ 指定管理者が行う業務の基準 

  東松島市奥松島観光物産交流センター条例（平成 28年条例第 12号。以下「条例」という。）

及び東松島市奥松島観光物産交流センター管理運営規則（平成 28年規則第 12号。以下、「規

則」という。）によるもののほか、関係法令及び仕様書で定める管理の基準に従って、観光物

産交流センターの管理を行ってください。 

また、合築施設である野蒜市民センター（野蒜地域交流センター）の指定管理者とは定期

的な打合せを行う等、情報の共有化を図るための措置を徹底し、施設管理に支障をきたさな

いよう連携強化に努めてください。 

 

５ 指定管理者が行う業務の範囲 

 （１）観光案内に関すること。 

 （２）観光情報の提供に関すること。 

 （３）物産案内に関すること。 

 （４）物産情報の提供に関すること。 

 （５）施設の利用許可、その取消し、その他観光物産交流センターの利用に関すること。 

 （６）利用料の徴収、減免及び還付に関すること。 



 

 （７）観光物産交流センターの施設及び付帯設備の維持管理に関すること。 

（８）レンタサイクルに関すること。 

 （９）その他観光物産交流センターの管理運営上、市長が必要と認めること。 

 

６ 開館時間及び休館日 

 （１）開館時間 

    午前９時から午後５時まで 

     ※開館時間については、市長の承認を得て変更することができます。 

 （２）休館日 

    原則無休とします。ただし、市長の承認を得て臨時的に休館することができます。 

 

７ 利用料金 

  観光物産交流センターについては、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の

２第８項を適用させるため、指定管理者は利用料金収入を自らの収入に充てることがで

きます。 

なお、利用料金の額は、条例第 13条の規定により、条例で定める額を超えない範囲内

において、市長の承認を得て指定管理者が定めることができます。 

また、規則第 11条に基づき、必要に応じて利用料金の減免措置を行ってください。 

 

８ 指定管理業務に係る経費 

 （１）管理経費 

管理運営に要する費用は、市が支払う指定管理料、利用料金収入並びに指定管理者が施設

の設置目的に沿って独自に主催する自主事業の収入をもって充てるものとします。 

（２）指定管理料 

 市が支払う指定管理料の上限額は、下記のとおりです。上限額を上回る応募は失格となり

ます。（消費税及び地方消費税を含む。）申請時に提案された金額が指定管理料となります。 

 

上限額    20,112,000  円（2年合計） 

     

年度内訳   10,056,000  円（令和 6年度） 

10,056,000  円（令和 7年度） 

 

  ※消費税法等の改正及び原油価格の高騰等の物価に大幅な変動があった場合は、指定管理

者と市との協議により指定管理料を増額又は減額できるものとします。 

（３）リスク分担 

  東松島市と指定管理者のリスク分担の基本的事項は、「東松島市指定管理者制度リスク分

担表」に示すとおりとします。 

（４）指定管理料の精算 



 

 原則として、指定管理料の精算による返還は求めません。 

（５）指定管理料の支払い方法 

    指定管理料の支払い時期は、原則として、会計年度ごとに指定管理者の請求に基づき

四半期ごとに分割して支払います。 

（６）会計年度区分 

    会計年度（4月 1日から翌年の 3月 31日まで）ごとの区分とします。 

（７）管理口座 

    指定管理者は、自身の団体等と独立した会計簿類及び経理規定を設けるとともに、収

入及び経費については、団体自身の口座とは別の口座で管理することとし、市が要求し

た場合には、会計簿等の書類を開示すること。 

また、他の「公の施設」の指定を受ける場合、他の「公の施設」の管理口座とは別の

口座で管理すること。 

 

９ 申請資格 

 （１）法人格を有する東松島市内に事業所、営業所若しくは事務所を置く団体とする。 

 （２）団体又はその代表者が次の各号に該当しないこと。 

   ア 法律行為をおこなう能力を有しない者 

   イ 破産者で復権を得ない者 

   ウ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第２項（同項を準ずる場

合を含む）の規定により本市における一般競争入札等の参加を制限されている者 

   エ 地方自治法第 244条の２第 11項の規定による指定の取り消しを受けた日から起算

した２年間を経過していない者 

   オ 国税および地方税を滞納している者 

   カ 宗教の教義を推進し、儀式を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とす

る者 

   キ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする者 

   ク 特定の公職（公職選挙法（昭和 25年法律第 100号）第３条に規定する公職をい

う。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にあ

る者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする者 

   ケ 暴力団（暴力団員による不当な行為防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）

第２条第２号及び東松島市暴力団排除条例（平成 24年東松島市条例第 44号）第２条

第２号に規定する暴力団をいう。）である者又はその構成員を含む。（以下同じ。）若

しくは暴力団の構成員でなくなった日から起算して５年を経過しない者の統制下にあ

る者 

   コ 次にあげる法律の規定により申立て等がなされていないこと。ただし、会社更生法

に基づく法制手続き開始の決定日以降を審査基準とする建設業法（昭和 24年法律第

100号）第 27条の 23第１項に規定する経営に関する客観的事項の審査を受け、その

結果の通知を受けた場合を除く。 



 

   （ア）会社更生法（平成 14年法律第 154号）第 17条の規定による更生手続き開始の申

立て又は同法附則第２条の規定によりなお従前の令によることとされる更生事件に

係る同法施行による改正前の社会更生法（昭和 27年法律第 172号）に基づく更生

手続き開始の申立て 

   （イ）民事再生法（平成 11年法律第 225号）第 21条の規定による再生手続き開始の申

立て又は平成 12年３月 31日以前に、同法附則第３条の規定によりなお従前の例に

よることとされる和議事件に係る同法施行による廃止前の和議法（大正 11年法律

第 72号）第 12条第１項の規定による和議開始の申立て 

   （ウ）破産法（平成 16年法律第 75号）第 18条若しくは第 19条の規定による破産手続

開始の申立て又は同法附則第３条の規定によりなお従前の例によることとされる破

産事件に係る同法施行による廃止前の破産法（大正 11年法律第 17号）第 132条又

は第 133条の規定による破産申立て 

   （エ）清算中の株式会社である事業者について、会社法（平成 17年法律第 86号）第

511条に基づく特別清算の申立て 

 

10 指定管理者選定日程（予定） 

 （１）募集要項の配布開始       令和 5年 9月 29日（金） 

（２）質問受付            令和 5年 10月 2日（月） 

（３）質問書提出期限         令和 5年 10月 10日（火） 

（４）質問回答            令和 5年 10月 13日（金） 

（５）申請受付            令和 5年 10月 16日（月） 

（６）申請書提出期限         令和 5年 10月 25日（水） 

（７）選定審査            令和 5年 11月中旬 

（８）選定審査結果通知        令和 5年 11月下旬 

 （９）仮協定の締結          令和 5年 11月下旬 

 （10）指定議案の議決         令和 5年 12月上旬 

 （11）指定の通知及び公示       令和 5年 12月中旬 

 （12）協定書の締結          令和 5年 12月下旬 

 （13）業務引継ぎ等          令和 6年 1月下旬～3月上旬 

（14）業務開始            令和 6年 4月 1日（水） 

※応募者多数の場合は段階審査を行う場合があるものといたします。 

 

11 申請方法等 

（１）募集要項の配布 

ア 配布期間 

令和5年9月29日（金）から 

イ 配布方法 

東松島市ホームページからダウンロード又は東松島市役所産業部商工観光課にて配



 

布します。（午前9時から午後5時まで。土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

（２）質問書の受付 

ア 受付期間 

令和5年10月2日（月）から令和5年10月10日（火）まで 

イ 受付方法 「東松島市奥松島観光物産交流センターの指定管理者募集に係る質問

書」 （別紙様式１）に質問事項を記入し、郵送又はFAX でご提出ください。 

※注１ 電話や口頭等の質問は受付できません。 

※注２ 審査への質問は受付できません。 

（３）質問の回答  

令和5年10月13日（金）FAXにより回答いたします。（ホームページでも公開いたしま

す。） 

（４）申請書の受付 

ア 提出期間  

令和5年10月16日（月）から令和5年10月25日（水）午後5時必着 

イ 提出方法  

東松島市役所産業部商工観光課に直接持参又は郵送（一般書留、簡易書留、配達記

録郵便のいずれか）とします。 

（午前９時から午後５時まで。（正午から午後１時までの間を除く。）） 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

ウ 提出場所  

宮城県東松島市小野字新宮前５番地 

東松島市役所 産業部 商工観光課 

電話：0225-82-1111 内線：2164 

エ 提出部数  

正本１部及び副本14部（副本は複写可）とする。 

（A4フラットファイルに、表紙、背表紙に申請団体名を記載し、様式毎にインデッ

クス等で表示願います） 

 

12 申請書類 

 （１）指定申請書（提出書類①） 

（２）申請資格に関する申立書（提出書類②） 

（３）法人の概要（提出書類③） 

※下記に掲げる書類を併せて提出すること。 

ア 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

イ 定款、規約その他これらに相当する書類 

（４）納税証明書又は納税義務不存在申立書（提出書類④） 

この場合における納税証明書については、公募の開始日以降に交付されたものであ

り、全税目について未納がないことを証明するものであること。地方税の納税証明書



 

は、主たる事業所の所在地の都道府県及び市町村の発行するものとする。ただし、本市

が課税する税目について納税義務がある場合には、本市の納税証明を含む。 

（５）申請価格に関する書類（提出書類⑤） 

（６）管理を行う公の施設の事業計画書（提出書類⑥） 

   「東松島市奥松島観光物産交流センター事業計画書」 

（７) 当該団体の経営状況を証明する書類（任意様式） 

ア 申請日の属する事業年度の直前の事業年度（以下「前事業年度」という。）の収支

（損益）計算書又はこれらに相当する書類（既に財産的取引活動を行っている団体に

限る。） 

イ 前事業年度の貸借対照表及び財産目録又はこれらに相当する書類（作成している場

合のみ。） 

ウ 申請日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書（既に財産的取引活動をして

いる団体及び新たに指定管理者になろうとする施設の業務以外の事業を開始する団体

のみ。） 

エ 団体の事業報告書を作成している場合は、直近の事業年度に係る当該報告書 

オ 団体の役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類又はこれらに相当する

書類 

   ※ 注1 証明書類は、証明年月日が申請書提出日の３箇月以内のもので、それぞれ発

行官公署において定めた様式によるものを使用すること。なお、複写機による写しで

も差支えない。 

※ 注2 職員確認をするため、社会保険加入届の控又は確認通知書あるいは源泉徴収

簿又は給与台帳の写しを提出すること。 

※ 注3 提出された書類は返却いたしません。また、東松島市情報公開条例に基づく

情報公開請求の対象となります。 

※ 注4 申請書類の著作権は、申請者に帰属します。ただし、市は必要に応じ、申請

書類の全部又は一部を使用又は複写できるものとします。 

※ 注5 市が必要と認める場合、追加書類の提出を求める場合があります。 

※ 注6 申請に要する経費は、すべて申請者の負担とします。 

※ 注7 上記の事項について、申請者は申請をもって同意したものとみなします。 

（８）暴力団等反社会的勢力ではないこと等に関する表明・確約書及び同意書（提出書類⑦） 

 

13 選定の方法 

  指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置し、選定基準に基づき、総

合的に審査し、指定管理者の候補者の選定を行います。 

 

14 選定の基準 

（１）市民の平等な利用が確保されサービスの向上が図られるものであること。 

（２）管理業務の計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮するものであること。 



 

（３）管理業務の計画書に沿った管理を安定して人員、資産その他の経営の規模及び能力を 

有しており、又は確保できる見込みがあること。 

（４）管理に係る収支計画書の内容が、施設の管理費用の縮減が図られるものであること。 

 

15 選定審査 

（１） 提出書類による書類審査、提案内容に関するプレゼンテーション（２０分程度）を行

い終了後にヒアリング（１５分程度）を行います。（プロジェクター、スクリーン、ホ

ワイトボードは市で用意します。）選定審査に出席しなかった場合は、辞退したものと

みなします。 

（２）選定対象からの除外 

下記の事項に該当する場合は、選定対象から除外します。 

ア 選定委員会に対し、不当な要求を申し入れた場合 

イ 選定委員会委員に対し、指定管理に関して、個別に接触した場合 

ウ 提出書類に虚偽又は不正があった場合 

エ 申請書提出期限までに所定の書類が提出されなかった場合 

オ 複数の事業計画を提出した場合 

カ 提出後に事業計画の内容を変更した場合 

 

16 問い合わせ先 

  〒981-0303 宮城県東松島市小野字新宮前５番地 

  東松島市役所 産業部 商工観光課 

  Tel:0225-82-1111（内線：2164） Fax:0225-87-3804 


